
2022年6月、従来の「CSR基本方針」を改定・進化させ、「DAIKEN サステナビリティ基本方針」を制定しました。

この方針のもと、社会や地球環境への貢献と当社事業のサステナビリティをより連動させ、

好循環を生み出すことで、持続的な企業価値の向上を目指しています。

DAIKENの
サステナビリティ

持続可能な社会・地球環境への貢献と、事業活動の持続可能性の両立へ向け、あらゆる活動を絶えず見直し、変革を推進します。

❶ 持続可能な社会・地球環境・経済の実現に貢献します

働きがい向上等による人財価値の最大化、様々なステークホルダーとのエンゲージメントの強化などにより、変革に不可欠な価値創造力を維持・強化します。

❷ 企業としての持続可能性を追求します

「持続可能な社会・地球環境・経済への貢献」と「企業としての持続可能性の追求」、2つの好循環により、持続的な企業価値向上の実現を目指します。

❸ 持続的な企業価値向上に努めます

DAIKENグループは、「グループ企業

理念」に基づき、事業を通じて「未来へ

続く豊かな社会と環境に貢献」するこ

とで、従業員を含むさまざまなステー

クホルダーに「新たな価値と笑顔」をも

たらすとともに、強靭な経営基盤を形

成し、DAIKENグループの長期的な成

長の実現を目指します。

2022年度より、代表取締役 社長執行

役員 CEOを委員長とする「サステナビ

リティ推進委員会」を設置しています。

全社でサステナビリティを推進する体

制を設けることで、持続的な企業価値

向上を目指していきます。

取締役会

執行常務会

各部門・グループ会社

サステナビリティ推進委員会
サステナビリティ（CSR、ESG）に関する方針および重要事項の審議・承認

推進部門
サステナビリティ（CSR、ESG）の全社推進および委員会への進捗報告

DAIKEN サステナビリティ基本方針 

推進体制

私たちの成長基盤
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サステナビリティの考え方

環境戦略

人財戦略

　　　　DX推進への取り組み

ガバナンス

会社概要

主な審議事項
● 中期経営計画ESG目標の進捗状況
● グループ企業理念浸透度、従業員満足度調査報告
● CSR調達調査結果報告
● 人権取り組み報告

委員長
代表取締役 社長執行役員 CEO

事務局
経営企画部 サステナビリティ推進室

開催回数
2025年度 5回

サステナビリティ推進委員会

サステナビリティの考え方
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資源循環の推進
廃棄物の削減、資源の再利用

適切に管理された森林資源の積極的な活用により、森林循

環を促進するとともに、廃棄ではなく、マテリアルリサイク

ル、サーマルリサイクル等による資源の再利用を通じて、

サーキュラーエコノミーの実現に貢献し、社会全体での持

続可能な資源循環をめざします。

自然環境への負荷低減（森林破壊ゼロ）
● 持続可能な木材調達の推進
● 化学物質の適正管理・排出量削減
● 水資源の有効利用促進
● 化石燃料由来のプラスチック使用量削減
● 生態系の保全や回復に向けた取組みの推進　等

※1 中期経営計画における非財務の経営目標に設定
※2 女性管理職比率などダイバーシティ関連項目を指数化した当社独自指標。2022年度からは「ダイバーシティ総合指数 3rd Stage」とし、算出方法に係る項目を見直し再設定
※3 従業員のやりがい、職場の働きやすさなどを評価軸とした調査に基づく当社独自指標

※4 グループ企業理念に関する従業員の理解・共有・実践を指数化した当社独自指標
※5 法令遵守・倫理観・体制・風土等の視点で従業員のコンプライアンス意識度を測る当社独自指標
※6 2025年度は調査未実施のため、2024年度実績を記載

木材利用による炭素貯蔵量拡大

廃棄物のリサイクル利用、有価物化の推進

生物多様性に配慮した木材調達の推進

化学物質の適正管理・削減

水資源の有効利用促進

化石燃料由来のプラスチック使用量削減

環境リスクマネジメント強化

品質管理体制強化※1

CSR調達の推進

公正な競争・取引の徹底

ダイバーシティ推進※1

健康経営の推進

働き方改革の推進※1

人財育成の強化

労働安全衛生の強化

人権推進活動

地域連携の社会貢献活動

ガバナンス強化

ステークホルダーとの対話充実

コンプライアンス徹底※1

温室効果ガス排出削減※1
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再生可能エネルギーの利用促進

目標（ 2 0 2 5 年度）

1,100千t-CO2 ／年

15％削減（2021年度比）

50％削減（2021年度比）

70%削減（2021年度比）

4%削減（2021年度比）

4%削減（2021年度比）

0件

0件／ 100％／ 100％

100％

0件／年20回

+30pt（2021年度比）
　50％／ 20％／ 50％
　2％／年90％
100％／ 100％
10pt差以内

80％／ 20点／ 25％

3％削減（2021年度比）／ 70％／ 60pt

15％以内／ 100％
50％／ 80％

0件／ 100％

100％／ 100％

各拠点年1回

60点以上

90％／年1回

0件／ +5pt（2021年度比）

10%削減（2021年度比）
6%削減（2021年度比）

国内：50%以上　海外：40％以上

654.8千t-CO2 ／年

10.0%削減

0.7％増加

82.9％削減

1.0%削減

16.7％削減

0件

0件／ 97.2%／ 100%

97.3%

0件／年26回

+77.6pt
54%／ 22.6%／ 76.2%
2.6%／年74.1%
100%／ 105%
4.6pt差

74.9%／ 16.7点／ 27.2％

1.6%削減／ 69.2%／ 55.3pt

19%／ 91.1%
70.3%／ 89.3%

0件／国内・海外：100％

100％／ 100％

19拠点中18拠点で開催

60点（2024年度実績）※6

100%／年1回

0件／ +1.65pt（2024年度実績）※6

19.4%削減
34.7％削減

2 0 2 5 年度実績

国内：52%　海外：40%

木質素材事業による炭素貯蔵量（MDF、インシュレーションボード）

廃棄物の最終埋立処分量（国内外グループ生産拠点）

床基材におけるラワン材の利用率

PRTR法対象物質（2021年度時点）排出量・移動量

水資源の投入量（国内外グループ生産拠点）

プラスチック容器包装の使用量削減量

国内外の環境事故・違反件数（行政指導や罰金を伴うもの）

新たな開発製品での設計起因事故件数／製造・製品監査の実施カバー率／製品安全・品質向上教育の実施率

CSR調査の実施率

独禁法・中小受託取引適正化法（旧下請法）重大違反／部門別・職種別啓蒙活動の計画開催

ダイバーシティ総合指数 3rd Stage※2

女性正社員採用比率（新卒全国コース）／正社員女性比率／男性育児休業取得率（3か年平均）／
管理職女性比率／介護セミナー受講率／
ダイバーシティ研修受講率（管理職）／障がい者雇用率達成度

年齢別人員構成（世代別差）

健康増進手当受給率／健康得点（運動・休養・栄養）／プレゼンティーズム損失割合

総労働時間削減率／年次有給休暇取得率／従業員満足度※3

3年以内離職率／若手社員キャリアプラン研修受講率／
重点市場強化プログラム受講率／マネジメント層養成研修プログラム受講率

重大災害／工場相互安全診断の実施率

人権啓蒙研修受講率／管理職ハラスメント研修受講率

地域連携企画の計画開催（各グループ生産拠点）

グループ企業理念浸透度※4

顧客による当社理念・活動への共感度／調達先向け方針説明会の開催

重大コンプライアンス違反／コンプライアンス意識度※5

温室効果ガス 国内外総排出量（Scope1+2）
温室効果ガス 国内外総排出量（Scope3）

再生可能エネルギー利用比率

自然との共生
生物多様性の保全

生物多様性に配慮し、環境の負荷低減、保全、修復への貢献

により、生態系が保たれた持続可能な自然環境との共生をめ

ざします。

廃棄物の再資源化率100％
● カスケード利用を前提に、
マテリアルリサイクル、サーマルリサイクルの推進

● 廃棄物の最終埋立処分量削減
● 原材料の調達から製品の使用、
廃棄までの一連の流れの中での廃棄物の削減

● 資源回収と再利用の促進　等

気候変動の緩和
カーボンニュートラルの実現

自社の温室効果ガス排出量削減はもちろんのこと、サプラ

イチェーン全体で削減し、森林・木材資源の活用により、炭

素貯蔵の拡大、吸収源の維持・循環に貢献し、社会とともに

カーボンニュートラルの実現をめざします。

温室効果ガス排出量ネットゼロ
● 生産性向上、効率化による省エネの推進
● 再生可能エネルギー利用の拡大
● 製品のライフサイクルでのCO2排出量抑制に貢献する製品設計の強化
● 炭素を貯蔵している木質素材、製品の拡大
● 管理された森林の積極的な活用により、再造林の推進に貢献
● 植林によるCO2吸収源の維持・循環への貢献　等

ESG視点で取り組むべき重要テーマと目標値をESG目標として設定し、2022年度から2025年度まで全社一丸となって目標達成に取り組んできました。

2026年度からは、新たな目標「DAIKEN サステナビリティ・アクションプラン2035」の達成に向け、引き続き取り組んでいきます。

ESG目標

DAIKEN 地球環境ビジョン2050

長期目標

環境方針

ビジョン

DAIKENグループは、2050年に向け、資源循環の推進、気候変動の緩和、自然との共生を通じて、持続可能な社会の実現をめざしていきます。

“笑顔あふれる未来”のために

サステナビリティの考え方

環境戦略
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